
（県債（借金）・基金（貯金）関係）

　

（参考）

（問）　県は毎年いくら借金をしているのですか？できる限り借金をしないよう
　　 に努めるべきではないですか？

（答）　平成２０年度予算（６月補正後）では、約１，０１５億円の借入れ（県債
　　 発行 ）を行う予定です。
         ・  ①建設事業等に充てる通常債（約７７５億円）
           ・   ②交付税の代替財源である臨時財政対策債（約２４０億円）

　　    また、本県では、②の臨時財政対策債を除いて「県債残高の増加を
      招かない財政体質」を堅持するため、借入額（県債の新規発行額）を今
      までの借入れの返済額（既発債の元金償還額）以下に抑えることによ
      り、プライマリーバランス（※）を維持しています。

　　     なお、県が借入金を財源としてできる事業は、法律に基づき、道路や
      河川等の整備を行う建設事業等に限定されており、財源不足を補うた
      めの借金、いわゆる「赤字県債」の発行はできません。
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通常債に係る県債の新規発行額と既発債の元金償還額の推移
（一般会計／当初予算ベース(H16,20は６月補正後)）

県債発行額

元金償還額
＋８３

＜残高増減額＞

▲６３ ▲６２▲２０７ ▲２２４ ▲１０３ ▲１２６

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

▲53

※プライマリーバランス
　　　：国や自治体の基礎的な財政収支（借金を除く歳入と借金返済を除く歳出のバランス）のこと
　　　　で、プライマリーバランスが均衡していることは、国債等の発行に頼らず、収支のバランス
　　　　がとれている状態を言う。



　

（問）　県に借金（県債残高）はどれくらいあるのですか？また、貯金（基金）は
　　  どれくらいあるのですか？

（答）　県の借入金の残高は、平成１９年度末で約１兆２，５８１億円の見込
      みで、県民一人当たり約６８万円（※）になっています。

　　    県としては、公共事業等の削減により県債発行の抑制を図ってきま
     したが、国の財政状況の悪化により地方交付税の分割払いとも言うべ
     き臨時財政対策債が増発されてきたため、県債残高は増加しています。
　　    また、県債の発行に対しては、臨時財政対策債を除き、プライマリー
　　 バランスを維持しながら、県債残高が増加しないように努めています。

　　    なお、県債は、道路等の社会資本の整備を進めるに当たり、重要な
     財源であり、世代間相互の公平性の観点からも重要な役割を果たして
     います。

　　    一方、貯金に当たる財政調整のための基金は、約５３億円（平成２０
     年度６月補正予算後）で、平成１３年に財政健全化の取組みを開始した
     前の約５６億円を下回っています。

　　　　　　　　　（※）国勢調査（Ｈ１７．１０．１）の県人口１，８４２，２３３人で計算しています。
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（単位：億円）

財政調整用４基金残高 期末

期首

うち通常債

総合計

※通常債：総合計から、地方交付税と同じく一般財源となる臨時財政対策債、減税補てん債、後年度国から補助金等が交付されるＮＴＴ債の合計を除いたもの。

（※）
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月
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正
予
算
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成
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の
見
込
額

県債残高

（平成19年度は見込み）
県 債 残 高 と 基 金 の 推 移
（一般会計＋公債管理特別会計ﾍﾞｰｽ）

くまもと
未来
国体

財政健全化期間
(H13～H15は集中取組期間）

経済対策の実施（国・地方） 三位一体の改革 第二期地方
分権改革



　

（問）　借金の返済額（公債費）は、予算規模から見て適正な水準にあり
      ますか？

（答）  本県の歳出予算に占める借金の返済額（公債費）の割合は、
      １５．９％（平成１８年度決算）と全国平均、九州平均を上回っています。
　
　　     これは、本県の道路を始めとする社会資本整備が都市部に比べて
　　　まだ遅れていることから、公共事業費などの投資的経費にかけている
      予算が多いことが大きな要因です。
　　     社会資本の整備状況や財政状況が各県で異なることから、返済額
     （公債費）の水準が適正かどうか単純に比較することはできません。
　
　　　 しかしながら、借金は必ず返さなければなりませんので、歳出に占め
　  る借入金の返済額（公債費）の割合が高ければ、福祉や教育の充実、
　  さらには産業の振興等に使う県独自の予算が少なくなります。

公債費負担比率：公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合。
　　　　　　　　　　　１５％が警戒ライン、２０％以上が危険ラインとされている。
　　（＊一般財源は、財源の使途が限定されていない地方税、地方譲与税、地方交付税等）

公債費負担比率の推移
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【公債費負担比率とは】
公債費に充当された一般財源の、一般財源総額に対する割
合のことです。その比率が高ければ高いほど，より多くの一般
財源を起債の償還（借金の返済）に充てていることとなり、財
政構造が硬直化していると言えます。

Ｈ１ Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
熊本県 14.2 13.2 13.3 13.5 14.9 15.7 16.7 18.4 20.5 21.3 21.5 23.7 23.6 25.0 25.1 24.9 22.4 21.1
類似県 11.6 10.4 10.3 11.0 11.9 12.5 13.6 14.7 16.8 18.1 19.0 19.8 21.2 22.9 23.2 23.6 22.4 22.4
九州 12.7 11.8 12.0 12.4 13.2 13.9 14.4 15.4 17.0 18.3 19.2 20.0 20.9 22.4 22.9 22.7 21.4 21.0
全国 12.2 11.3 11.2 11.7 12.4 13.1 13.7 14.7 16.1 17.1 18.5 19.2 20.3 21.7 22.0 22.3 21.7 21.4

平成１８年度決算の歳出総額に占める公債費
金額

（億円） 本県 全国平均 九州平均

1,158 15.9% 14.5% 14.2%

公債費

歳出全体に占める割合



　

（問）　借金の返済額が年々増加していますが、いつまで増加するの
　　　ですか？

（答）  今後、新幹線建設に伴い発行した県債の償還が本格化する予定であ
　　  り、中期的な財政収支の試算でも、下のグラフのとおり平成２１年度以
　　 降も公債費が１，２００億円台の水準で推移する見込みとなっています。
　
　　　　これまでも投資的経費の抑制や償還期間の繰り延べ（１０年→２０年、
　　 ２０年→３０年：「公債費の平準化」）により公債費の増加を抑えてきまし
　　 たが、今後も、公債費が財政運営に支障を来さないようできるだけ、投
     資的経費の抑制等に努力していきます。
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公債費の推移（億円）

Ｈ１ Ｈ３ Ｈ５ Ｈ７ Ｈ９ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４
公債費 628 692 778 850 1,076 1,181 1,372 1,316 1,349 1,366 1,312 1,168 1,158 1,188 1,248 1,242 1,242 1,260 1,264

（普通会計ベース）

（注）　H19年度は3月専決後の額。また、H20年度は6月補正後現
計予算額。H21年度以降は中期試算に基づく額。



　

（問）　県は１兆円も借金しているのに本当に返せるのですか？

（答）　県の借金返済も各家庭と同様、他の支出を削ってでも最優先で行わ
      なければならないものです。

　　　　 しかし、返済額が増えれば、産業振興や教育の充実等に回せる予算
　　　が少なくなるので、今後、出来るだけ県債を増やさないように努力してい
　　　きます。
　

都道府県
債務償還
可能年数 順位 都道府県

債務償還
可能年数 順位

北海道 10.4 37 滋賀県 9.4 28
青森県 9.0 21 京都府 12.1 46
岩手県 9.6 31 大阪府 12.0 45
宮城県 10.3 36 兵庫県 13.7 47
秋田県 9.2 25 奈良県 10.0 35
山形県 9.6 30 和歌山県 7.5 7
福島県 7.8 10 鳥取県 7.5 6
茨城県 10.8 41 島根県 8.0 13
栃木県 6.9 3 岡山県 10.5 38
群馬県 7.6 8 広島県 9.9 34
埼玉県 9.6 29 山口県 8.6 17
千葉県 11.4 44 徳島県 9.7 32
東京都 4.0 1 香川県 9.4 27
神奈川県 11.3 43 愛媛県 7.2 5
新潟県 10.6 39 高知県 8.2 14
富山県 8.9 19 福岡県 11.2 42
石川県 9.3 26 佐賀県 6.7 2
福井県 8.4 16 長崎県 9.7 33
山梨県 9.0 20 熊本県 9.1 22
長野県 7.7 9 大分県 8.4 15
岐阜県 8.7 18 宮崎県 8.0 12
静岡県 9.2 23 鹿児島県 10.7 40
愛知県 9.2 24 沖縄県 7.2 4
三重県 7.9 11

【算出の方法】
②純負債額

＊債務償還可能年限＝
①償還財源

①償還財源＝歳入（経常一般財源等＋減税補てん債＋臨時財政対策債）

－ 歳出（経常経費充当一般財源+元利償還金）

②純負債額＝地方債残高－財政調整基金残高－減債基金残高

（参考）
　　　 扶助費や人件費の義務的な経費以外の予算をすべて借金の返済に振り向けた場
　　合、何年で今の借金残額を返済できるかという「債務償還可能年限」という考え方が
　　あります。
　　　 国債、地方債、企業の社債などの格付け機関が格付けを行う際に一部活用してい
　　るようですが、借金額（県債残高）の返済能力に対する重さを量るとも言われていま
　　す。
　　　 平成１８年度決算値から算出しますと、都道府県の中で熊本県は、ほぼ中位となっ
　　ています。



　

（問）　高い金利での借り入れはありませんか？

（答）　 県の借金残高の内訳は、利率５％以下での借入れが約９８％、その
　　　うち利率２％以下での借入れが約７６％を占めています（平成１８年度決
　　　算）。
　　　 　５％を超える借金の中で、政府資金については、繰上償還等（＊）が
　　　一部認められましたので、平成１９～２１年度で返済したり、または低い
　　　利率への借換えを行っています。残りの大半は、水俣病対策のための
　　　チッソ貸付に伴い発行した県債であり、その償還はチッソが負担してい
　　　ますが、万が一、チッソからの返済が困難となった場合は国において
　　　「万全の措置を講ずる」こととされています。

○利率別借入残高割合（Ｈ１８年度決算）

借入金利 １．５％以下 ２．０％以下 ２．５％以下 ３．０％以下 ３．０％～５．０％ 5.0％～7.0％ ７．０％超

割合 39.0% 37.3% 10.7% 3.9% 7.4% 2.1% 0.5%
（四捨五入の関係で、合計は１００％にはならない）

39.0%

37.3%

10.7%

3.9%

7.4%

2.1%

0.5%

１．５％以下

２．０％以下

２．５％以下

３．０％以下

３．０％～５．０％

5.0％～7.0％

７．０％超

（＊）　公的資金補償金免除繰上償還について
  　　　通常、繰上償還を行うには、これから支払う予定の金利分を補償金として支払う必
　　 要があり、繰上償還や金利の低いものへの借換えができませんでした。平成19年度
　　 から平成21年度までの３年間で、金利５％以上のものの一部について財政力、実質
     公債費比率等に応じ、補償金免除で繰上償還を行うことが可能となりました。

【本県の対象額等】
     ○  普通会計債
　　      本県の実質公債比率が１４．８％(H15～H17平均値)であるため、「金利７％以上」
　　　が対象。
　　　・　旧資金運用部資金  ８４百万円（H20.3繰上償還）
　　　・　簡易保険資金　　　　７１百万円（H20.9繰上償還予定）
　　　　　※　利息軽減効果：合わせて９百万円程度
　　 ○  企業会計債
　　　　　金利５％以上のもので、本県の対象は工業用水事業のみ。
　　　・　旧資金運用部資金　１６７百万円（H22.3繰上償還予定）
           ※　利息軽減効果：３４百万円程度



　

（問）　県の借金（県債）の返済を繰り延べしてもらうことはできないの
      ですか？

　（答）　県では、これまでに借り入れた借金について、施設の耐用年数等に
　　　 応じて償還期間を延長できるものについては、すでに償還期間の延長
　　　 （公債費の平準化）を進めています。
　
　　     公共事業等の財源としての借入れについては、施設の耐用年数に
       見合った償還期間を設定することができます。
　　　    しかし、実際は、借入先の貸出し条件等により、ほとんどは耐用年
       数に比べ短い償還期間となっていました。

　　      県では、苦肉の策として償還期間の延長を進めていますが、本来な
　　　らば、出来る限り前倒しして借金返済を進めたいのは当然です。
　
　　      なお、このような平準化についても、見直し可能なものはほぼ着手し
       ており、今後こうした対応にも限りがあります。

【公債費の平準化による財源対策の状況】

償還期間の変更 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

１０年から２０年へ 109 109 72 30

２０年から３０年へ － － 31 48

合計 109 109 103 78

（単位：億円）

可能なものはＨ２０で実施し終える

年々減少する見込み

「借金はできるだけ短期間
に返済する」
　　　　　　　　↓
例えば、国から２０年の償還で
認められたものも、１０年で償還
する計画となっていた

道
路
や
施
設
整
備
の
た
め
の

起
債
（

借
金
）

の
償
還

資金繰りの
急激な悪化

三位一体
の改革

H16以前の
償　　還

H17以降の
償 　還

「施設等の耐用年数に合わせ
た返済計画に組み直す」
　　　　　　　　　↓
◎１０年での償還→２０年で償還
◎２０年での償還→３０年で償還

償還期間の延長により毎年の償還
額を減らし、資金繰りを緩和

しかし…

見直し可能なも
のはほぼ着手し
尽くし、今後こう
した平準化によ
る対応にも限り
がある

H20以降の
見込み

財源対策としての公債費の平準化について



　

（問）　 収入に見合った歳出規模に持って行けば、新たな借金をしない
　　　でもよいのではないでしょうか？

 （答）　自治体が行う借金（県債の発行）は、法律により道路や河川などの整
       備に充てるための財源として活用する場合に認められています。
　　     これは、①多大な事業費を後年度にならす（平準化）、②将来、利用
       し便益を受けることになる子どもや孫たち後世代の住民と現世代との
       住民との間で、負担を分かつ、といった観点等から認められているもの
       です。

　　　　 また、財源不足を補うための借金、いわば赤字地方債は認められて
       いません。
 
 　　　　県としては、公共事業を削減しながら県債発行を抑制するとともに、
       プライマリーバランスを維持し、県債残高が減少するよう努めています。

 
　




